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２０１２年度北海道教育庁への
「要求と提言」

2012年度北海道教育庁への「要求と提言」

1． 平和・生命を守る要求
	要求
	（１）日本国憲法は、国の最高法規であるとともに、国際協調や平和主義、国民主権、基本的人権の尊重など、これからの世界のあり方の先駆的規範として誇りを持てる内容となっている。また、国民の三大権利としての「教育を受ける権利」は、子どもたちに等しく与えられた権利である。一方で、教育行政の役割は、地域の疲弊や家庭環境の変化、学校現場における問題などからも大きくなっていることから、次の事項についての取り組みを行うこと。
　　①　学校・社会教育の中で、平和の尊さを学ぶために歴史事実に立ち、戦争の悲惨さや原子力エネルギーを得る際に放出される放射能の危険性など、人間の尊厳を奪う恐れのある事実に対しての学習機会を保証すること。

	一次回答
	【学校教育局高校教育課・義務教育課　生涯学習推進局生涯学習課】

○　学校教育においては、教科等の指導を通して、日本国憲法の精神について理解を深めており、特に、社会科等においては、日本国憲法が基本的人権の尊重、国民主権及び平和主義を基本的原則としていることについて、社会的事象や生活経験を通して理解が深まるよう指導を進めるとともに、国際社会に生きる平和で民主的な国家・社会の形成者として必要な公民的資質の基礎が身に付くよう指導を進めているが、今後とも適切な指導の充実に努めていきたい。
　　また、原子力等に関する指導については、各学校においては、学習指導要領に基づき、児童生徒が原子力などのエネルギーについて、正しい知識と自ら考え、判断できる力を身に付けることができるよう、小・中学校の社会科や中・高等学校の理科などで、教科書などを用いて指導しているところであり、今後とも適切な指導の充実に努めていきたい
○　社会教育においては、指導者養成・リーダー養成事業など、様々な場や機会を通じて、平和の尊さ等、憲法の精神の理解が図られるよう努めてまいりたい。


	要求
	②　卒業式や入学式は、児童・生徒の年齢を超えた交流行事ともいえる。しかし、その実態は、学校側で企画・準備などを行う物となっている。「迎える気持ち」や「送る気持ち」を形成する機会ともいえる行事であることからも、児童・子どもたちが、自らが企画・準備できる作風をめざすこと。

	一次回答
	【学校教育局義務教育課】

○　小学校及び中学校学習指導要領では入学式や卒業式などの儀式的行事について「学校生活に有意義な変化や折り目を付け、厳粛で清新な気分を味わい、新しい生活の展開への動機付けとなるような活動を行うこと」と示されており、こうしたことを踏まえて入学式や卒業式を行うことが大切であると認識しているところ。


	要求
	（２）教職員に対する情報を求める制度は、憲法が定める基本的人権の尊重に抵触する恐れがあることを指摘しているが、学校教育への信頼回復の手段として導入され、２年が経過した。これまでの指摘があることから、成果と信頼回復がどのようにはかられてきたのか明らかにすること。

	一次回答
	【総務政策局教育政策課】

○　情報提供制度は、先の北教組に係る一連の事態を踏まえ、法令や学習指導要領に違反する行為について、道民の皆様から情報を提供いただくことにより、正すべきところは正し、学校教育に対する道民の信頼確保を図るために導入したものである。
    制度の導入にあたっては、道及び道教委ホームページへの掲載、メールマガジン臨時号の発行や児童生徒を持つ全ての家庭に配付される広報誌を活用するなどして、制度の趣旨や内容について、保護者や地域住民への周知を図ったところ。
○　また、地方公務員法や教育公務員特例法など教職員が遵守すべき法令等についてわかりやすく記載した職員向けリーフレットを作成し、すべての教職員に配付するとともに、確実にその内容が理解されるよう、校内研修を通じて指導を行ったところ。
　　本制度導入後、これまでの間、保護者や地域住民から本制度に該当する情報が寄せられていないことから、制度の導入や制度導入に伴う取組などを通して、遵守すべき法令等について、理解が、一定程度、深まったのではないかと考えているところ。
○　道教委としては、今後とも制度の趣旨・内容について周知するとともに、本制度の適切な運用を通じて、適切な学校運営を図ることはもとより、学校教育の基盤である保護者や地域の方々の信頼の確保に努めていく考えである。


２．学校給食に関わる要求
	要求
	（１）食育推進のためのネットワーク構築について
①　北海道で策定している「どさんこ食育推進プラン(第２次)」の中で、食育推進の体制について支庁段階における、「食育推進のためのネットワークの構築」することとしているが、どのような取り組み状況となっているのか。

	一次回答
	【農政部食の安全推進局食品政策課】

○　「どさんこ食育推進プラン（平成２１年１２月策定）」では、食育は関係する分野が多岐にわたることから、食育を効果的に推進していくためには、全道段階及び振興局段階での推進体制を構築して、保健　･医療、産業振興、教育など様々な団体が情報を共有し、相互に連携・補完しながら取り組むこととしております。
○　これを踏まえ、平成２２年７月には、食育に関係する道内４２団体からなる「どさんこ食育推進協議会」を設置するとともに、振興局段階では、十勝を始め、後志、上川、留萌、宗谷に地域の食育に関係する団体を構成員とする「ネットワーク」を設置してきており、残りの振興局にあってもできるだけ早期に「ネットワーク」を構築できるよう取り組んでまいります。


	要求
	（２） 食中毒を発生させない学校給食について
　　②　2011年2月の岩見沢市学校給食の集団食中毒の発生に伴い、北海道教育委員会と保健福祉部と合同で立ち入り調査を実施し９割を超える施設が学校給食衛生管理基準などの要改善事項があることが判明したと第２回定例道議会で答弁されているが、2009年、自治労北海道本部労働安全衛生実態調査の結果から、７割の単組において委員会開催が未開催もしくは年に１～２回程度で形骸化が進み、職場単位での活動についてはごく少数となっている。自治労北海道本部としても、衛生管理体制の強化にむけた取り組みを強化するが、北海道教育委員会と保健福祉部と合同で立ち入り調査をした結果の詳細ついて情報提供願いたい。

	一次回答
	【学校教育局健康・体育課】

○　別紙のとおり
　　「岩見沢市で発生した学校給食による食中毒事案を踏まえた対応について」

	指摘
	· 「岩見沢で発生した学校給食による食中毒事案を踏まえた対応について」に記載されている内容について伺いたい
・点検結果について、単独校方式と共同調理場方式における内訳はどうなっているのか。また、その傾向について違いがあるかお伺いしたい。
・１月に全道６カ所で食中毒予防対策研修会が開催されることとなっているが、各地の開催日程、会場、定員、参加対象者についてお答いただきたい。
・ 施設改修にかかる財政措置について、食中毒の予防の観点から、北海道独自の財政措置は急務であり検討していただきたい。

	
	


	要求
	（３）学校給食従事者の検査費用の負担について
　　①　学校給食従事者は、食中毒発生・拡大防止の観点から、ノロウイルスをはじめとする食中毒に関係する感染症の感染の有無を明確にし対処されることが必要だが、現在道が実施している調理従事職員への検査費用負担の有無や額、実施の基準等について情報提供を願いたい。

	一次回答
	【教育職員局福利課】

○  道教委では、「学校給食衛生管理基準」（平成21年度文部科学省告示第64号）に基づき、道立学校の学校給食従事者の健康管理対策として、毎月２回以上、赤痢菌、サルモネラ菌、腸管出血性大腸菌（３血清）の検便検査について、予算措置し、実施している。
　　なお、検便検査に係る予算額は、平成23年度、6,561千円となっている。


	要求
	（４） 北海道及び道内自治体における学校給食食材への原発事故の影響について
　　①　現在、全国的に「食品における放射能汚染」に対する懸念が高まっている状況だが、北海道内の学校給食の食材の安全性を確保するための北海道としての取り組み状況、及び給食の安全確保のために市町村が取り組むべき方向性や施策等について見解を伺いたい。

	一次回答
	【学校教育局健康・体育課】

○　学校給食用食品については、学校給食法第９条に規定されている「学校給食　衛生管理基準」により、食品の選定に当たっては、有害若しくは製造業者、販売業者の名称及び所在地等が明らかでない食品については、使用しないこととなっており、市町村においては、この規定を踏まえて、引き続き適切な対応が求められる。
　　道教委としては、学校給食用食品の安全性が確保されるよう、国の動向を注視しながら、今後においても、学校給食施設等に対し、必要な情報提供に努めるとともに、学校給食の安全・安心の確保について指導するなど、適切に対応してまいる。


３．栄養教諭・学校栄養職員について

	要求
	（１）この間の私たちの要望に基づき、本年、栄養教諭の勤務状況に関わる現状に関する調査が行われたが、調査の結果について示していただきたい。また合わせて、昨年の回答において「調査の結果については、学校における食育を計画的、継続的に推進していくため、共同調理場の業務の効率化や栄養教諭の担当業務の整理、教職員の理解の上での学校体制の整備、さらには市町村における食に関する指導体制の整備を進める観点から検証してまいる」としていることから、調査結果を検証しての道としての見解を示していただきたい。

	一次回答
	【学校教育局健康・体育課】

○　栄養教諭の勤務状況等に関する調査については、学校における食育の充実に資する観点から、栄養教諭の年間指導時数や栄養教諭配置校と給食受配校における業務内容などについて実施し、現在、調査の集計作業中であり、11月を目処に取りまとめることとしている。
　　今後、本調査結果を活用し、共同調理場の業務の効率化や市町村における食に関する指導の充実など、学校における食育の推進が図られるよう、指導に努めてまいる。

	指摘
	· 以前も求めていることではありますが、調査結果について検証を求めるとともに、検証にあたっては、現場との協議の場の設定をお願いしたい。

	回答
	· 栄養教諭の勤務状況等に関する調査については、学校における食育の充実に資する観点から実施したものであり、栄養教諭等との協議が必要とは考えておりませんが、調査結果を取りまとめ、道内の学校給食における食育の推進に活かされるよう情報提供してまいりたい。


	要求
	（２）この間、栄養教諭ならびに学校栄養職員の配置基準について、安心・安全な学校給食の提供や「食育」の推進など栄養教諭および学校栄養職員に求められる業務は多岐にわたるものであることから、改善をお願いしてきている。
道としては「これまでも、新たな教職員定数改善計画などにおいて、より一層の改善がなされるよう、国に要望してきたところであり、今後とも引き続き要望してまいりたい」との回答であったが、国に対してどのように要望してきたか、また、それに対しての国の回答を示していただきたい。

	一次回答
	【総務政策局教育政策課】

○　国に対する要望については、例年７月に、道議会議員及び道教委関係職員が文部科学省に赴き、「国の施策及び予算に関する提案・要望書」を手交しており、その要望書において「学校栄養職員及び栄養教諭の定数措置の拡充」について明記しているところ。
○　また、全国都道府県教育委員会連合会とも連携し、食に関する指導と学校給食のより一層の充実を図るため、栄養教諭及び学校栄養職員の定数改善を推進するよう要望しているところ。
○　なお、栄養教諭の定数改善については、昨年度とりまとめられた国の新たな　教職員定数改善計画（案）に、食育の充実のための配置改善が盛り込まれているところであり、その着実な実施に向けて、全国都道府県教育委員会連合会などと連携を図りながら、今後も引き続き強く要望してまいりたい。

	指摘
	· 新たな教職員定数改善計画（案）中で、栄養教諭についてはH26以降で900人の改善を図るとなっており、ぜひ回答いただいたように配置の改善の着実な実施について強く要望していただくことをお願いしたいと考えているところですが、道教委として道内の実態などを踏まえた中で、どのくらいの改善を見込んでいるのか、現段階の考え方を示していただきたい。

	回答
	· 国の新たな教職員定数改善計画（案）における栄養教諭の定数改善については、積算根拠が明らかにされていないため、本道における改善見込み数をお示しすることはできませんが、改善計画（案）に沿って標準法が改正された場合は、道としても標準法に準拠して配置基準を見直していきたい。


	要求
	（３）食物アレルギーを有する児童生徒への対応については、学校職員全員の共通理解が必要であると考えている。この間、道教委からは様々な資料をもって指導されているが、学校総体としての共通認識がまだまだ不十分な状況にある。現状を踏まえた中で、道教委として具体的な対応策を示していただきたい。

	一次回答
	【学校教育局健康・体育課】

○　食物アレルギーを有する児童生徒への対応については、校長の責任のもと、学校全体での共通理解を図るとともに、栄養教諭等が献立作成や児童生徒の食物アレルギーの状況に応じた指導を進めることが大切であると考えている。
　　道教委では、食物アレルギーを有する児童生徒への対応や万が一アレルギーを発症した場合の対応について、「学校における危機管理の手引」や「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」などを通じて指導しているところであり、今後とも、新採用研修や経験者研修など、様々な機会を捉えて、指導の充実を行ってまいる。

	指摘
	· 様々な研修の場での指導については、教職員全体での共通認識を深めるという点で有効であると考えますので、できる限り早い時期から行っていっていただきたいと考えますが、いかがか？

	回答
	· 食物アレルギーを有する児童生徒への対応については、栄養教諭などの専門職員のほか、教職員全体での理解や協力が必要なことから、これらの職員を対象とした研修会等においても指導が図られるよう、検討してまいりたい。


	要求
	（４）学校給食における「食育」の推進は、栄養教諭ならびに学校栄養職員の職務であることは十分に認識しているが、広く教育としての「食育」の推進は家庭・地域、そして学校全体の責務であると考える。道として、「食」によりどのように子供たちを育んでいくのか、見解を示していただきたい。

	一次回答
	【学校教育局健康・体育課】

○　子どもたちが生涯にわたって健康で生き生きとした生活を送ることができるよう、家庭や地域と連携しながら、食に関する知識と望ましい食習慣を身につけさせることが重要であると考えているところ。
    道教委としては、平成17年度から、学校における指導の充実を図るため栄養教諭の任用を進めており、各学校においては、栄養教諭が中心となって、給食の時間における食に関する指導はもとより、保護者を対象とした食に関する講演会や親子で苦手な食べ物をなくす工夫をする料理教室を行うなど、家庭においても食育への関心が高まるよう努めているところ。
    今後とも、栄養教諭の指導力の向上を図ることはもとより、学校、家庭、地域と連携した「早寝早起き朝ごはん」運動と連動させ、望ましい食習慣づくりを進めるほか、学校給食における地場産物の活用や農業体験をはじめとする食に関する様々な体験活動などを通して、子どもたちに食事の重要性や地域の自然、文化等に対する理解を深めさせ、食への感謝の念を育むとともに、家庭や地域においても食育に対する理解や実践が深まるよう取り組んでまいりたいと考えているところ。


